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主な税金の種類①

●病医院に対してかかってくる主な税金は以下のとおりです。

■必ず申告・納付を検討すべき税金
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説明区分種類

●個人が１年間の所得に応じて負担する税金です。国税
【個人開業の場合】

所得税

●法人が所得に応じて負担する税金です。
●所得税とは計算方法など違うところが多くあります。

国税
【医療法人の場合】

法人税

●所得税同様１年間の所得に応じて負担する税金です。
●所得割と住所または事業所が有るだけで課税される均等割の二種類
あります。

地方税
都道府県民税

住民税
市町村民税

●事業から生じた所得に応じて負担する税金です。
●保険診療から生じた所得については非課税所得となり課税されません。
所得税の課税される範囲とかなり異なります。

地方税事業税・地方法人特別税

●基準期間の課税売上高が1,000万円超の場合に納める義務があります。
●消費税の8％の内訳は、国税7.8％と地方税2.2％です。
●課税売上高には、人間ドック･文書料･自販機手数料等の自由診療が該当
し、保険診療収入等は含まれません。

国税消費税

消費税
地方税地方消費税



主な税金の種類②

■該当する物件がある場合に（申告）納付すべき税金

■条件に該当する場合に申告・納付すべき税金

説明区分種類

●土地･家屋･事業用償却資産を所有している個人、法人が負担する税金です。
●事業用の償却資産（パソコン等）を所有している場合、毎年1月に自主的に
申告書を作成して提出しなければなりません。

地方税固定資産税

説明区分種類

●死亡した人の財産を受け継いだ人に対して、その受け継いだ財産の価額を
課税標準として課税される税金です。
●親子間の事業承継の場合など事前対策が必要となります。

国税相続税

●1年間に110万円超財産をもらった場合に、もらった人に課される税金です。
●相続時清算課税制度(相続税･贈与税一体型)と従来通り相続税･贈与税を
それぞれ適用とを選択できるようにもなっています。

国税贈与税



決算書とは
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決算書の構成

決 算 書

貸借対照表 損益計算書

決算書の中心は、
「貸借対照表」と「損益計算書」です。

財政状態 経営成績





法人税・所得税の基本構造

●今回は複数ある税金のうち、最も病医院経営に密接な関係のある法人税と
所得税について考えていきたいと思います。

●特徴は、所得（利益）に対して負担する税金であること。所得とは税務上の
利益を言います。

●したがって、法人税・所得税の基本構造は、決算書に計上されている当期
の利益に税率を掛けて求めることになります。

【基本構造】

所得（利益）

所得（利益）

税率

収入（医業収入等） 費用（医業費用等）

税金（法人税・所得税）



法人税・所得税の基本構造

●基本構造を踏まえた上で見てみると、

• 税金を下げるためには、まず①所得（利益）を下げる②税率を
下げることが考えられます。

• 所得を下げるためには、①収入（医業収入等）を下げる②費用
（医業費用等）を上げることが考えられます。

ポイント
税金を下げ
るためには

項 目

●収入は上げることは考えるが、下げることは本来考えない。

●所得分散の考え方が重要となる。
下げる収入

所
得 ●税法の特典等を活用すると効果的な節税が図ることができる。

●節税対策の中心となる。
上げる費用

●超過累進税率と２段階比例税率の税率構造を理解すること。

●所得分散の考え方が重要となる。
下げる税 率



税金の税率構造

「２段階比例税率」と「超過累進税率」

法人税は課税所得金額が８００万円以下か超えるかに
よって、「２段階比例税率」になっています。

それに比べて、所得税は「超過累進税率」となっています。
すなわち所得税は、課税所得金額が多くなるほど税率が
上がる構造になっているといえます。

→住民税の計算や所得税の所得控除等の違いにより、単純には比較
できませんが、課税所得金額が多くなる（高額所得）になるほど、法人
税の方が有利になります。



①税率の差によるメリット

控除額税率課税所得金額

０円５％１９５万円以下

９７，５００円１０％３３０万円以下

４２７，５００円２０％６９５万円以下

６３６，０００円２３％９００万円以下

１，５３６，０００円３３％１，８００万円以下

２，７９６，０００円４０％４，０００万円以下

４，７９６，０００円４５％４，０００万円超

税率課税所得金額

１５%年８００万円以下

２３．２%年８００万円超

■所得税（平成30年分）

■法人税（資本金１億円以下）（平成30年4月1日より）

住民税１０％

実効税率２９．７４％

税金の税率構造



押さえておきたい基本的な考え方

所得税の場合

→特に、１人に所得が集中すると加速度的に税率が上がる。

→所得を他の者に分散し、超過累進税率を低め、節税を図る。

非常に効果的で基本的な方法。長期的にみると相続税対策にもなっています。

税務否認される事例が多く出ているので、実体のあるきちんとした
計画が必要。

具体的には以下のケースが考えられます。
• 親子・夫婦などが医師の場合、事業自体を各人に分散するケース
• 医療法人やＭＳ法人で、家族などを役員にすることにより、所得を
分散するケース



個人診療所の節税

（１）医療法人を活用した節税対策

①法人税と所得税の税率構造の違いを活用

②所得種類の変更に伴う給与所得控除額の活用

③必要経費化できる項目が増えることによる節税対策

④純損失の繰越控除（青色申告の特典）が所得税より長い

⑤事業承継が容易

（２）ＭＳ法人を活用した節税対策

①ＭＳ法人の目的

②ＭＳ法人の業務の例示

③節税効果



個人診療所の節税

（3）個人診療所を継続する場合

小規模共済

確定拠出年金（一時金）



法人化のメリット・デメリット



①税率の差によるメリット

控除額税率課税所得金額

０円５％１９５万円以下

９７，５００円１０％３３０万円以下

４２７，５００円２０％６９５万円以下

６３６，０００円２３％９００万円以下

１，５３６，０００円３３％１，８００万円以下

２，７９６，０００円４０％４，０００万円以下

４，７９６，０００円４５％４，０００万円超

税率課税所得金額

１５%年８００万円以下

２３．２%年８００万円超

■所得税（平成30年分）

■法人税（資本金１億円以下）（平成30年4月1日より）

住民税１０％

実効税率２９．７４％

税金の税率構造



所得の分散による節税効果

個人の場合

法人の場合

事業所得 ２５００万円
青色専従者

５００万円

法人所得

５００万

理事報酬

７００万円

理事長報酬

１８００万円

所得税・住民税：超過累進税率を適用

法人税：２段階比例税率を適用

理事長報酬・理事報酬に給与所得控除適用



所得の分散による節税効果

個人の場合

法人の場合

事業所得 ２５００万円
青色専従者

５００万円

法人所得

５００万

理事報酬

７００万円

理事長報酬

１８００万円

３０００万円 － １０３４万円 ＝ １９６６万円

３０００万円 － ７９８万円 ＝ ２２０２万円

納税額

納税額

可処分所得

可処分所得

（自由に使えるお金）

（自由に使えるお金）

２３６万円

もの違いが



所得を分散した場合のメリットとは？

ⅰ．院長先生の「事業所得」が「理事長報酬」となることにより、

「給与所得控除」を受けることができる。

ⅲ．配偶者以外の家族に対しても、理事・非常勤役員とすることで

給与の支給が可能に。

ⅱ．「青色専従者給与額（一般的相場）」が、「理事報酬」

となることで、支給できる額を引き上げることが可能に。

ⅳ．個人の最高実効税率が所得税と住民税をあわせると、５５％で

あるのに対して、法人の最高実効税率は２９．７４％となり、

税負担の軽減となる。



・医療法人を契約者とした生命保険の加入

・学会等へ出張の際の「日当」支給

経費化できる支出の幅が拡がる



個人の場合

・事業主は、「自分が自分に退職金を支払う」ことはありません。

・また、奥様など（青色事業専従者）に対する退職金支払いは、
税法上、認められていません。

法人の場合

・「役員慰労退職金」制度を定めることで、退職金を受け取る
ことができる。

・医療法人は利益配当が禁じられているため、法人から個人へと
資金を移動させなければ、お金を自由に使うことができません。
退職金として支給することで、資金移動と節税が図れます。

退職金を支給することができる



もらい方でこんなに変わる所得税

退職金の構造
・退職所得控除

・所得税の計算

（収入金額－退職所得控除額 ）× 0.5 ＝退職所得の金額

退職所得の金額 × 税率 ＝ 所得税

退職所得控除額勤続年数(＝A)

40万円× A
(80万円に満たない場合には、80万円)20年以下

800万円＋ 70万円 × (A - 20年)20年超



もらい方でこんなに変わる所得税

例１ 報酬月額３００万円で１０年支給した場合の所得税・住民税

１年で

３００万×１２ヶ月 ＝ ３，６００万円／年

３，６００万 －１９５万（給与所得控除）＝３，４０５万

３，４０５万円 × ４０％ －２，７９６，０００

＝ １０，８２４，０００円（所得税）

３，４０５万円 × １０％ ＝ ３，４０５，０００円（住民税）

１０，８２４，０００ ＋ ３，４０５，０００ ＝ １４，２２９，０００円（所得税+住民税）

１０年では

１４，２２９，０００円 × １０年 ＝ １４２，２９０，０００円



もらい方でこんなに変わる所得税

例２ 報酬月額２００万円で１０年、差額の１００万円を積立てて

１０年後に退職金で支給した場合の所得税・住民税

給与分

１年で

２００万×１２ヶ月 ＝ ２，４００万円／年

２，４００万 －１９５万（給与所得控除）＝２，２０５万

２，２０５万円 × ４０％ －２，７９６，０００

＝ ６，０２４，０００ 円（所得税）

２，２０５万円 × １０％ ＝ ２，２０５，０００（住民税）

６，０２４，０００ + ２，２０５，０００ ＝ ８，２２９，０００（所得税+住民税）

１０年では

８，２２９，０００円 × １０年 ＝ ８２，２９０，０００円



もらい方でこんなに変わる所得税

退職金分

１００万 × １２ヶ月 × １０年 ＝ １２０，０００，０００

退職金の所得税は

１２０，０００，０００ － ４００万（退職所得控除） × ０．５ ＝５８，０００，０００

（退職所得）

５８，０００，０００ × ４５％ －４，７９６，０００ ＝ ２１，３０４，０００（所得税）

５８，０００，０００ × １０％ ＝ ５，８００，０００（住民税）

２１，３０４，０００ + ５，８００，０００ ＝ ２７，１０４，０００（所得税+住民税）

給与 + 退職金の所得税は
８２，２９０，０００ + ２７，１０４，０００ ＝ １０９，３９４，０００円

差額 １４２，２９０，０００－１０９，３９４，０００＝３２，８９６，０００円



医療法人化のデメリット

経営上の注意点

①医療法人の付帯業務禁止規定によって、業務範囲が
制限されています。

②出資持分の定めのある医療法人は、剰余金の配当
禁止規定等によって、剰余金が内部留保され、出資
１口当りの評価額が、徐々に高くなります。

③医師個人は、原則として役員報酬を受け取ることにな
り、役員報酬以外の資金が自由に処分できなくなります。



医療法人化のデメリット

経営上の注意点

④社会保険が強制適用となり、役員及び従業員は健康保険・厚生
年金に加入しなければならなくなります。
（一定の手続きにより医師国保を継続することも可能。）

⑤法務局に役員変更等の登記や都道府県知事に事業報告書等の
提出が義務づけられます。

⑥都道府県知事による立ち入り検査等の指導が強化されます。

⑦特別な理由がない限り、安易に解散することができなくなります。



相続・承継面からの医療法人のメリット

個人の場合

・個人開業医は、開設者であり管理者でもあるため、開設管理を
一から行うことになります。保険医療機関コードや預金通帳が新
しくなるなど、手続きが非常に煩雑になります

法人の場合

・医療法人の場合、理事長と管理者の変更を行うだけでよいので、
スムーズに後継者へ承継できます

万一、院長先生がお亡くなりになった場合...



法人化シミュレーション



設立から事業開始までの具的な手続きについて(例)

地方厚生局法務局都道府県医療機関時期

定款(案)の作成

設立総会開催

設立認可申請書の作成

設立認可書の交付

設立登記申請書の作成

医療法人登記完了届

(法人)診療所開設許可申請書の作成

(法人) 診療所開設許可の交付

(法人)診療所開設届の作成

(法人)診療所使用許可届の作成

(法人)診療所使用許可書の交付

(法人)保険医療機関指定申請書の作成

(個人)保険医療機関指定廃止届の作成

(法人)保険医療機関指定通知書の交付

4ヶ月前

提 出

医療審議会
の審査

申 請

登記完了

3ヶ月前

提 出

提 出

2ヶ月前

1ヶ月前

提 出

(無床診療所) (有床診療所)

提 出

開 始 医療法人事業開始

医療法人設立支援

行政書士報酬（例） 60万円



医療機関の相続・事業承継



相続税とは・・・

故人の遺産にかかる税金です！！

死亡した人を「被相続人」とよび、相続によって財産を承継した人を
「相続人」とよびます。
被相続人の財産を相続した「相続人」が相続税を負担することにな
ります。

相続税の概要



贈与税の概要

贈与税がなければ・・・

生前に全ての財産を贈与すれば、相続税がかからなくなるか
も・・・

そのため

一般的に贈与税の税率の方が相続税より高く
なっています！



現行平成26年

12月31日以前

法定相続分

改正前と同じ

10％1,000万円以下の金額

15％1,000万円超 3,000万円以下の金額

20％3,000万円超 5,000万円以下の金額

30％5,000万円超 1億円以下の金額

40％
40％

1億円超 2億円以下の金額

45％2億円超 3億円以下

50％
50％

3億円超 6億円以下

55％6億円超の金額

最高税率は50％から55％に

相続税の税率



20歳以上の者が直系尊属
から贈与を受けた場合

上記以外の者が贈与を
受けた場合

現行平成26年12月31日以前

10%200万円以下の金額10%200万円以下の金額

15%400万円 〃15%300万円 〃

20%600万円 〃20%400万円 〃

30%1,000万円 〃30%600万円 〃

40%1,500万円 〃
40%1,000万円 〃

45%3,000万円 〃

50%4,500万円 〃
50%1,000万円超の金額

55%4,500万円超の金額

現行平成26年12月31日以前

10%200万円以下の金額10%200万円以下の金額

15%300万円 〃15%300万円 〃

20%400万円 〃20%400万円 〃

30%600万円 〃30%600万円 〃

40%1,000万円 〃
40%1,000万円 〃

45%1,500万円 〃

50%3,000万円 〃
50%1,000万円超の金額

55%3,000万円超の金額

6.贈与税の税率



ヶ
月
以
内

ヵ
月
以
内

ヶ
月
以
内

7
日
以
内

相続発生 （被相続人の死亡）

10

4
3 死亡届の提出

遺言書の有無の確認

遺言内容の執行（遺言書がある場合）

相続放棄・限定承認の手続き

被相続人の準確定申告

相続財産の評価

遺産分割協議（遺言書がない場合）

遺産分割協議書の作成

相続税額の計算

相続申告・納付

相続税申告・納付

相続税申告までの流れ



相続対策とは・・・

① 節税対策

② 納税資金対策

③ 遺産分割対策

相続後に困らないように生前から準備をする
ことで、大きく分けると以下のようになります。

相続対策の流れ



① 一覧表を作ること

② 相続税額を試算すること

③ 生前贈与をすること

④ 評価を下げること

⑤ 生命保険を活用する

⑥ 生活資金を確保しておくこと

シンプル・安全確実・長続き

相続対策の流れ



343,654,000相続財産（対策前）

86,661,600相続税額（対策前） ①

310万を7人に5年間210万を7人に5年間110万を7人に5年間贈与税

3,100,0002,100,0001,100,000贈与する額(1人当たり1年間）

666贈与する人数（孫）

111贈与する人数（その他）

555贈与する年数

108,500,00073,500,00038,500,000贈与する額合計

7,000,0003,500,0000贈与税額 ②

相続税

235,154,000270,154,000305,154,000贈与後の相続財産

43,946,20057,261,60071,261,600贈与後の相続税額（対策後） ③

35,715,40025,900,00015,400,000節税効果 ① - （ ② + ③ ）

●現金を贈与する

生前贈与すること

相続対策の流れ



贈与税額 実効税率早見表

特定贈与・・・20歳以上の直系尊属から贈与を受けた場合



贈与税額 実効税率早見表

一般贈与



贈与税の概要

名義預金とは

相続税の税務調査における
申告漏れの40％は名義預金



贈与税の概要

名義預金とは

相続時に亡くなった方が自身以外の
名義（相続人）の口座に財産を残すこと



相続対策の流れ

そもそも「贈与」とは？

民法第549条
贈与は、当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示し、
相手方が受諾をすることによって、その効力を生ずる。

＊「あげた」人の意思表示
AND

＊「もらった」人の意思表示

双方がハッキリする証拠が必要。
（それぞれの署名入りの贈与契約書など）

現金でのやりとりは、あげ
たもらったの証拠が明確
でないため、税務上贈与
を否認されることも。



●贈与税の配偶者控除

●直系尊属から住宅取得資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税

婚姻期間が20年以上の夫婦間で、居住用不動産又は居住用不動産を
取得するための金銭の贈与をした場合、基礎控除のほかに最高2,000
万円まで控除（配偶者控除）できる。

内容

内容

左記以外の住宅
省エネ性又は耐震
性を満たす住宅

住宅等に係る契約締結日

500万円1,000万円令和8年12月31日まで

父母・祖父母から住宅取得資金を贈与により取得した場合、一定金額
まで贈与税が非課税になる。

生前贈与すること

相続対策の流れ

※おしどり贈与



小規模宅地の減額金額の最大限
（330㎡ + 400㎡ ）活用

借入金による新築、増改築

●不動産の有効活用

宅地に賃貸物件を建てる

管理会社を活用する

平成25年4月1日から令和5年3月31日までの間に子供や孫に教育資金
を信託銀行等を通して一括贈与した場合、1人あたり最大1,500万円まで非
課税となる。

内容

●教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

評価を下げること

※平成27年1月1日より適用

生前贈与すること

相続対策の流れ



【税制改正】 使いやすくなった相続時精算課税

（１）概要
原則として60歳以上の父母または祖父母などから、18歳以上の子または孫
などに対し、財産を贈与した場合において選択できる贈与税の制度

贈与財産が相続財産に加算されますが、一律の税率（20％）や特別控除
（2,500万円）を活用した贈与ができます。ただし、その贈与者からの贈与は
通常の課税制度（暦年課税）へは戻れません。

（２）どのように使いやすくなった？（令和6年以降）
■基礎控除（110万円）の創設
・基礎控除分は相続財産には加算されない。
・贈与により取得した財産が基礎控除以下の時は申告不要。

■一方で…
通常の贈与（暦年課税）による生前贈与は相続財産に加算される期間が延
長 … 3年 7年



受取人として指定されると固有の権利を取得できる
・ 相続の放棄
・ 相続権喪失（欠格・廃除）
・ 遺留分

●納税資金を確保する

生命保険は現金給付なので納税資金対策に直結する
・ 死亡保険金（個人で加入）
・ 死亡退職金（法人で加入）

●固有の権利

生命保険を活用する

●代償分割に使う

分けにくく売りにくい不動産をそのまま残すことができる

相続対策の流れ





遺産分割対策とは

遺言とは・・・

死後の法律関係を定めるための
最終意思の表示

遺言 > 協議 > 未分割



『よりよい遺言を行う』・・・争う相続【争続】にしないために

１．残された人に自分の希望を託す役割を果たす。

２．遺留分を侵害しない範囲で、推定被相続人の

意志を反映させる。

３．相続人の納税資金を考慮する。

４．公正証書遺言で行う。

５．遺言執行者を決める。

６．付言事項を加える。

遺産分割対策とは



被相続人

遺言書あり 遺言相続

（遺言の内容に従った相続）

法定相続

相
続
人

相
続
人

相
続
人

遺 産 分 割 協 議

協議がまとまる 協議不調

家 庭 裁 判 所

分割

相 続 財 産

分割の審判 分割禁止

相続の流れ
遺言書なし

遺産分割対策とは



【法定相続分と異なる分配割合】

・家業を継ぐ長男への分配財産を多くする

【各財産ごとの分配の指定】

・長男には自宅を、長女には
貯金を与える

【負担付遺贈】

・兄弟に多くの財産を与える代わりに、
病弱な子供の介護をその兄弟に託す

【遺言による廃除】

・道楽息子に財産を与えたくない

【遺言による認知】

・内縁の女性との間の子を
認知する

【財産の分配以外の希望の実現】

・葬儀は身内だけで行いたい
・ペットの面倒を託す

【相続人以外への財産の分配】

・慈善団体に寄付をする
・お世話になった近所の人に、
財産を与える

●遺言でできること

遺産分割対策とは



● 遺留分の侵害

被相続人（死亡した者のこと）の財産のうち、
兄弟姉妹を除く相続人が最低限確保できる相続財産に対する割合
のことを遺留分といい、この遺留分を超えて、財産をもらうことを、
遺留分の侵害という。

●遺言でも回避出来ないこと

遺産分割対策とは



● 民事信託（家族信託）

財産の所有者（委託者）が元気なうちに、信頼できる相手（受託者）と信託契約を結び、自分の財産に

ついての管理や処分の権限を託すことができる。

委託者が認知症等で判断能力がなくなっても受託者は財産管理を継続できる。

認知症に備えて

● 成年後継人

裁判所への定期的な報告義務や専門家に依頼した際の費用など後見人の負担が重く、所

有者の財産について、所有者の利益にならない処分は出来ない

● 遺言

財産の所有者が亡くなって初めて効力を発揮する。したがって生前の財産管理には対応

ができない。



病医院の対策



病医院経営の形態

１．病医院の経営形態

① 個人事業

② 医療法人

２．医療法人の形態

２階
社会医療法人

H１９．４．１以降設立１階
③ 持分なし社団医療法人

H１９．３．３１以前設立地下１階
④ 持分あり社団医療法人（経過措置型）



後継者の方がいる場合、
いない場合に共通する相続対策

（１）相続税額の試算 ・財産の把握

（２）納税資産の準備 ・金銭による生前贈与
・保険の活用
保険は 【500万円ｘ法定相続人数】が非課税

（３）課税財産の減少をはかる
①暦年贈与の活用 ・基礎控除 １１０万円

毎年財産贈与を行う
（例） ３００万円の贈与の場合、税金は１９万円

１０年で
【３０００万円－１９０万円＝２８１０万円】の財産移転

②教育資金贈与
③結婚・子育て資金贈与
④住宅資金贈与
⑤相続時精算課税 値上がりが予測される財産（土地・株式・持分）

２５００万円までは非課税、超過分の税率は２０％
暦年贈与ができなくなる



後継者の方がいる場合、
いない場合に共通する相続対策

（４）MS法人の活用
・相続人（子供）の出資（いくらでもよい）により会社を設立
・医院の事業をサポートする事業（医療事務の受託、物品の購入代行など）
により、収益を移転
・移転された財産は、会社の出資評価に反映されるが、子供の出資なので
相続財産とはならない

（５）高齢者向け住宅の建設
１億円 施設建設

固定資産評価（約60％）

（例１）自己資金
預貯金 １億円 （－）
建物 ６０００万円 （＋）
相続対策 ４０００万円 （－）

（例２）借入
預貯金 １億円 （－）
建物 ６０００万円 （＋）
相続対策 ４０００万円 （－）

建物の評価が３０％減少
建物の敷地面積は１５％減少

さらに １８００万円 （－）

運営は外部の事業者に委託することも検討



後継者の方がいる場合の相続対策①

（１）個人事業

①医療法人の設立
新制度の医療法人設立後にプールされる財産には
相続税がかからない

②医院建物の建替え・改修・増築

個人事業

固定資産評価（約60％）

5000万円で
医院建物
建替え

（例１）自己資金
預貯金 ５０００万円 （－）
建物 ３０００万円 （＋）
相続対策 ２０００万円 （－）

（例２）借入
負債 ５０００万円 （－）
建物 ３０００万円 （＋）
相続対策 ２０００万円 （－）



後継者の方がいる場合の相続対策②

③ ②の応用編

個人事業

（例３） 大先生がリタイア、後継者が医院承継

建物を後継者に残す

建物の評価が３０％減少 さらに ９００万円 （－）
建物の敷地評価は１５％減少

（例４） 大先生が医院経営のまま死亡、後継者が医院承継

敷地は４００㎡まで８０％評価減（小規模宅地の評価減）
土地・建物は後継者が相続して、その場所で医院をすることが要件

※医院の土地建物については遺書で後継者に譲る旨を記載



後継者の方がいる場合の相続対策③

（２）医療法人
（２）－１ 旧制度の医療法人
① 持分の評価

利益金額と蓄積された財産（内部留保）により評価される
設立後の期間が長いほど、高くなる傾向がある

② 持分の生前贈与
できるだけ後継者に贈与すること
・暦年贈与
・相続時精算課税

評価を一気に下げた場合に有効
③ 評価を下げる方法

A 退職金の支給
時期を決めて理事長を交代する
必ずしも完全にリタイアする必要はない

B 後継者の役員報酬の増額
C 不動産の購入

④ 認定医療法人の利用

旧制度の医療法人



後継者の方がいる場合の相続対策④

（２）医療法人
（２）－２ 新制度の医療法人
① できるだけ法人に財産をプールする

大先生の役員報酬増額は慎重に
高額の退職金支払いは相続対策とならない（旧制度とは逆）
死亡退職金は 【５００万円 X 相続人数】までは非課税

② 次世代の対策

次世代に跡継ぎがいない場合も想定して、法人の財産をコントロール
役員報酬の増額
退職金の設定

新制度の医療法人



後継者の方がいない場合の対策①

（１）個人事業・医療法人共通事項
① 第三者への承継を検討

A リタイア時期の検討

B 後継者探し
サポート事業者の活用

できるだけ患者さんが付いている時期に検討を始める

② 介護事業の展開
介護事業はドクターでなくてもできるものが多い
デイサービス、ショートステイ、グループホームなど

③ 高齢者向け住宅の経営

個人事業・医療法人共通事項



後継者の方がいない場合の対策②

（２）個人事業の場合

A 医院財産（土地・建物・医療機器・在庫等）の把握

B 医院財産の活用方法
譲渡する場合
貸与する場合

患者さんがついている場合、営業権も考慮する
条件は必ず書面で確認し、契約書を交わす

C 従業員の取扱い検討
退職金の準備
雇用継続の打診

個人事業



後継者の方がいない場合の対策③
（３）医療法人の場合
① 法人継続の可能性を検討

第三者のドクターを招聘
理事に就任させ、医業を継続

② 法人の譲渡
旧制度 持分の譲渡
新制度 持分なしのため、対価として一定期間の

役員報酬、退職金を検討

A 持分ありの場合、評価額の算定
B 譲渡対価の交渉
C 譲渡契約の締結
D 社員総会・理事会により理事長交代
E 職員の雇用は自動的に継続

医療法人



ドクターの状況と対策

●法人化（新制度）検討 ●持分評価減対策 ●資産配分（残余財産）

①類似業種批准価額 ・退職金

残余財産のコントロール ・退職金 ・生命保険 etc

・役員賞与 ・社会医療法人

●旧制度医療法人のM&A検討 ・生命保険 etc ・特定医療法人 

への移行検討

●現状維持 ②純試算価額

・建物購入 ・贈与税対策

生前贈与 ・退職金 etc

●法人化（新制度）検討 ●認定を受けて持分なし医療法人 ①事業計画（修繕・改築）

●認定を受けずに持分なし医療法人 ②資金繰り  

●M&A検討 への移行を検討 ③退職金規定

  （勇退時期）

●現状維持

●持分評価減対策

 生前贈与

後

継

者

あ

り

後

継

者

な

し

大規模法人個人

 所得・高

 相続財産 多

 相続財産 少

所

得

・

低

所得・高

所得・低

中小規模法人

持分あり医療法人

（平成19年3月31日以前）
持分なし医療法人



その他の医療機関あれこれ

・MS法人・AM法人とは？

・インボイスとは？

・電子帳簿保存法とは？

・最低賃金の改定と130万の壁？



MAC＆BPミッドランド税理士法人 BP医業本部

〒４５０－０００２

名古屋市中村区名駅３－２５－９

堀内ビル２階

TEL ０５２－４４６－７８３０

FAX ０５２－４４６－７８３１


